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本県モノづくり産業における企業変遷図2
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【後発地方都市による工業化】
1 付加価値の低い羽二重（軽目）
　を選択
2 高度な技術、大資本不要
3 力織機化が容易
【繊維業発展の背景】
1 繊維に適した多湿地帯（気候）
2 士族、小地主資本の新興機業家
　登場（資本）
3 周辺農村の労働力（労働力）
4 織物業と織機業者が相互関連的
　に発展（労働手段）

米次郎の父は藩の工匠
長谷川準也（旧藩士）が
経営する金沢製糸場の
機械設備研究を受託
米次郎も開発に奔走
その後1880（明治13)、
木綿用力織機の試作に成功

1914、津田米次郎が帰沢し
 松尾工場金沢出張所を
 開設、翌年死去 (54 歳 )

輸出羽二重
（軽目）の生産

津田米次郎、
絹用力織機を開発

1900（明治33） 1917（大正6）1893（明治26）
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個人経営の高松鉄工所を設立
北陸機械の下請け

1909（明治42）

高井亀次郎が高井兄弟商会を設立
日本初のロール式大豆粉砕装置
など豆腐機器の製造・販売を開始

1946（昭和21）

1921（大正10）

1917（大正6）

1931（昭和6）

※【チェーン・リム】P32へ

1947（昭和22）

1953（昭和28）

戦後、製粉機も製作

1920、鉄製の力織機が
　　　　開発

1938、織機生産禁止
　　　　軍需工業化

1948（昭和23）

1967、日産がウォーター
　　　　ジェットルーム開発

1962（昭和37）

自動車板金で起業、
のち工場精密板金に
事業転換

1961、出荷額で鉄工が繊維を
　　　　追い抜く

1959（昭和34）

1965（昭和40）

1969（昭和44）

1977（昭和52）

1953（昭和28）

1959（昭和34）

自動給茶機付き回転
ベルトコンベア開発

1974（昭和49）1966（昭和41）

バブル崩壊

1982、グループ化

1956、LMD型自動織機開発（国内初） 専門メーカーとして寡占競争に挑む
→革新織機を多角的に開発、海外輸出を強化・市場拡大
1967、MAV型レピアルーム開発
1976、ウォータージェットルーム開発
1977、エアジェットルーム開発（世界初）

1976、
会社更生法
申請、倒産

1980年代、
業界トップシェア獲得
レーザー関連技術にも進出

バブル崩壊後、
人工透析機など
環境、医療分野にも進出

大章厨房を創業、
厨房機器の製造を開始

付加価値として店舗経営支援を行う

食文化・食品産業
食文化・食品産業

石川製作所

1904（明治37）（東京）

田辺鉄工所

津田駒工業

オリエンタルチエン工業

中村留精密工業

1934、鋳造部を新設
1939、現社名に改称

北陸機械工業

澁谷工業

高井製作所
食品機械

食品機械

食品機械

繊維機械

工作機械

繊維機械

工作機械

工作機械

高松機械工業

ボトリングシステム開発

回転式油揚フライヤー開発

工作機械産業へ進出

工作機械産業へ進出
1960、面取旋盤を製造
1961、現社名に改称

超自動織機

【電気系】

日本クレセント 寿司コンベア製作

工作機械（量産小型化）

超自動織機、ジェットルーム

ボトリングシステム

FA機器、モニタッチ

業務用フライヤー

寿司コンベア

回転寿司

コロッケ、天ぷら

産業機械の電子操作盤

清涼飲料、お酒 
   調味料、化粧品

2009、倒産

合繊・紡織機械、紙工機械、防衛機器

切り屑処理装置

工作機械（複合工作機械）

工作機械（切断機、ラッピングマシン）

工作機械（研削機）

工作機械（木工機械、建具機械）

豆腐製造機械

超自動織機

食品機械の設計・製作

アサヒ装設

石野製作所

連続式揚物機のハイコックフライヤーなどで
業務用厨房機器メーカーとしての地位を確立

業務用フライヤー開発

発紘電機

寿司コンベア製作

力織機、
自動織機

1960（昭和35）

防衛機器に進出
1954（昭和29）

半導体関連分野に進出
1995（平成7）

段ボール製函印刷機
生産開始

1964（昭和39）

1949（昭和24）

板金

自動豆乳製造装置開発
1965（昭和40）

殖産興業 第一次世界大戦 第二次世界大戦 高度経済成長 石油危機 バブル経済崩壊

繊
維
業
界
等
の
動
き

1917、福井の機業家・西野
 幸作の資力を得て津田
 製作所を設立。販路は
 国内はもとより中南米、
 中国・朝鮮まで

1909、津田駒次郎が帰沢し
　　　 津田駒次郎工場を開設

1931、鉄製織機生産に対応
 すべく鋳造部を新設
1938、自家用工作機械の技
　　　 術を生かし軍需工業化

1942、中村留男が津田駒工業入社
1949、中村鉄工所を設立
 （津田駒・オリエンタル
 チエン・林鍛造・
 コマツの下請け）

高度成長期の工作機械の需要拡大を見越し、下請けからの脱却を図る
油溝切旋盤、油圧自動タレット旋盤を製造、1969、ATM シリーズでメーカーとしての地位確立

1985、
現社名に改称

1995、
宅配ボックス
の製造開始

1982、
チップコンベアの
製造開始

1921、直山与二が大阪より帰沢し、石井鉄工所を創立
1937、株式会社組織に改める
1938、現社名に改称

1946、現社名に改称
 地元豆腐業者と自動豆
　　　 乳製造装置を共同開発

1944、金沢工場設置。工作機械、 1948、本社を金沢へ移転
特に各種円筒研磨盤を製作 万能木工機の設計に着手

1931、澁谷商店として創業
　　　 地元清酒メーカー（中村酒造など）
 への醸造用品販売からスタート
　　　 創業者・澁谷庚子智は醸造機器
　　　 メーカー・貴良商会（大阪）の出身

1949、現社名に改称
 清酒メーカー向け
 洗米機など各種
 醸造機械を製造
1953、自動瓶詰機械の
 生産体制を整備

1969、英モルガン社と技術提携、
 ボトリングシステム、
 包装ライン設計分野で
 国内トップメーカーに

1970 年代、フレキシブルな充填ライン
　　　 技術でウイスキー、ドリンク、食品、
 薬品、化粧品に展開

食品会社、電機商社を経た松本武雄が独立
澁谷工業の下請け（電装ユニットの設計）として出発

1988、タッチパネル
 「モニタッチ」量産化
 に成功

初代山本社長は教員出身
少数精鋭主義で高性能で独
創的なアイデア商品を開発

金沢発条商会としてスプ
リング販売から開始
1960、現社名に改称

1963、板金・溶接部門を立上げ
1966、食品機械に参入し、
　　　　麻袋開口器を各県農協
　　　  経済連に納入

【高度経済成長期】

主力製品と身の回りの品々

自動車、家電、医療機器 

スーツ、タオル、車のシート 
カーテン等に使われる布地

自動車、航空機の部品 
人工骨・関節

マンション用宅配ボックス

自動車の部品

携帯電話

住宅、ドア

デニム、段ボール

豆腐、油揚げ

1962（昭和37）
日高機械

1945（昭和20）
ニシムラジグ

1970（昭和45）

戸上工業

 工作機械
本県の工作機械の歴史は、繊維機械
産業の発展とともにある。第二次大戦
前から精密工業の分野を視野に入れて
いた津田駒工業は、軍監督工場の指
定を受けたときに生産品目に工作機械
を選択。このときに培った技術が現在
の工作機械部門の礎を築いた。同じく
織機を製造していた津田製作所（後に
北陸機械工業に改称）も、旋盤・フ
ライス盤づくりに注力。いずれも基盤
となったのは繊維機械の技術である。
戦後、北陸機械工業の下請けから高
松機械工業、津田駒工業の下請けか
ら中村留精密工業がそれぞれ独立。
工作機械産業の躍進がはじまる

 食品機械
本県の食品機械産業のはじまりは、大
正時代までさかのぼる。高井製作所
が豆腐づくりの省力化を実現するため
にロール式の大豆粉砕装置を、白尾
鉄工所がこんにゃく製造機械を開発し
たのが先駆である。戦後になると、び
ん洗機やびん詰機などの醸造用品製
造を手がける澁谷工業がボトリングシ
ステムの開発に成功。多品種少量生
産への対応を可能にした。アサヒ装設
の業務用厨房機器、石野製作所の寿
司コンベア機などもシェアを拡大して
いく。当地に根付いた豊かな食文化と
確かな機械技術が融合し、食品機械
のジャンルを確立している

各業界の動き

1995、超音波骨量測定装置開発
1999、高速微小チップ外観検査装置開発

1965、　
レピアルーム生産開始

1960、　
現社名に改称

主力製品凡例
身の回りの品々

白山機工

◎前田家が西陣から羽二重の製法を導入し、士族授産事業として
撚糸会社や機織り場を設立

・1876年（明治9) 初の公設試験場となる石川県勧業試験場（現
在の石川県工業試験場）を設立

・1887年（明治 20) 金沢工業学校（現在の石川県立工業高等学
校等）が開学し初の工業デザイン教育を実施、金沢撚糸会社が
仏国式撚糸機械を導入。羽二重の輸出が急増

◎富士絹や人絹に転換し大量生産・大量販売化
・原糸メーカーが系列子会社化を進める
・産元商社が地方的カルテルを創出し、自立性を維持
（1923年〈大正12〉マルサン富士絹組合）
→産元商社・直系工場・傘下機業の垂直分業システム
が形成され、産元商社が経済上部機構を独占する一
方で、織布企業は自立性に乏しく依存体質に陥る

・合成繊維（合繊）がブームとなり、原糸メー
カーによる寡占競争が激化
・過剰生産による合繊不況が起こり、政府に
よる構造改善事業により超自動織機の設備
増強が進む
→産元商社の自主生産が拡大
・織機メーカーが淘汰（２５社→６社）

・構造改善事業が供給力過剰を生み出
したため、輸出を強化した結果、貿
易摩擦が激化

・1971年（昭和 46）日米繊維協定に
より対米繊維輸出を自主規制

・1971 年（昭和 46）円高（ニクソン
ショック）や 1973 年（昭和４８）石
油危機による原料価格の急騰

・1991年（平成３）のバブル経済崩壊、
　グローバル化の進展、大手原糸メー
カー系列の崩壊等により、量産型委託
加工産地としての機能は大きく低下

・高機能繊維や炭素繊維等による
　衣料・非衣料両分野への展開

【明治期】 1871（明治4）の金沢の人口12万人（全国４位） 【第一次世界大戦】 好景気
◎鉄力織機の導入が進む
・機業家は産業資本化し、自立性を
　強める
・生糸や羽二重の問屋は大工場を
　設置して近代産業資本化が進む
→産元商社が中小機業家への優位
　性を確保

【昭和恐慌】 反動不況と金融恐慌 【朝鮮特需反動不況】
・人絹糸価格が暴落し、輸出
　キャンセル
・産元商社は、傘下の系列化
　（賃織方式）を加速する原
　糸メーカーの産地代理店と
　して媒介

【円高と石油危機】 【バブル崩壊】

モノづくり産業・企業変遷図［繊維機械・工作機械・食品機械］
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【後発地方都市による工業化】
1 付加価値の低い羽二重（軽目）
　を選択
2 高度な技術、大資本不要
3 力織機化が容易
【繊維業発展の背景】
1 繊維に適した多湿地帯（気候）
2 士族、小地主資本の新興機業家
　登場（資本）
3 周辺農村の労働力（労働力）
4 織物業と織機業者が相互関連的
　に発展（労働手段）

米次郎の父は藩の工匠
長谷川準也（旧藩士）が
経営する金沢製糸場の
機械設備研究を受託
米次郎も開発に奔走
その後1880（明治13)、
木綿用力織機の試作に成功

1914、津田米次郎が帰沢し
 松尾工場金沢出張所を
 開設、翌年死去 (54 歳 )

輸出羽二重
（軽目）の生産

津田米次郎、
絹用力織機を開発

1900（明治33） 1917（大正6）1893（明治26）
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個人経営の高松鉄工所を設立
北陸機械の下請け

1909（明治42）

高井亀次郎が高井兄弟商会を設立
日本初のロール式大豆粉砕装置
など豆腐機器の製造・販売を開始

1946（昭和21）

1921（大正10）

1917（大正6）

1931（昭和6）

※【チェーン・リム】P32へ

1947（昭和22）

1953（昭和28）

戦後、製粉機も製作

1920、鉄製の力織機が
　　　　開発

1938、織機生産禁止
　　　　軍需工業化

1948（昭和23）

1967、日産がウォーター
　　　　ジェットルーム開発

1962（昭和37）

自動車板金で起業、
のち工場精密板金に
事業転換

1961、出荷額で鉄工が繊維を
　　　　追い抜く

1959（昭和34）

1965（昭和40）

1969（昭和44）

1977（昭和52）

1953（昭和28）

1959（昭和34）

自動給茶機付き回転
ベルトコンベア開発

1974（昭和49）1966（昭和41）

バブル崩壊

1982、グループ化

1956、LMD型自動織機開発（国内初） 専門メーカーとして寡占競争に挑む
→革新織機を多角的に開発、海外輸出を強化・市場拡大
1967、MAV型レピアルーム開発
1976、ウォータージェットルーム開発
1977、エアジェットルーム開発（世界初）

1976、
会社更生法
申請、倒産

1980年代、
業界トップシェア獲得
レーザー関連技術にも進出

バブル崩壊後、
人工透析機など
環境、医療分野にも進出

大章厨房を創業、
厨房機器の製造を開始

付加価値として店舗経営支援を行う

食文化・食品産業
食文化・食品産業

石川製作所

1904（明治37）（東京）

田辺鉄工所

津田駒工業

オリエンタルチエン工業

中村留精密工業

1934、鋳造部を新設
1939、現社名に改称

北陸機械工業

澁谷工業

高井製作所
食品機械

食品機械

食品機械

繊維機械

工作機械

繊維機械

工作機械

工作機械

高松機械工業

ボトリングシステム開発

回転式油揚フライヤー開発

工作機械産業へ進出

工作機械産業へ進出
1960、面取旋盤を製造
1961、現社名に改称

超自動織機

【電気系】

日本クレセント 寿司コンベア製作

工作機械（量産小型化）

超自動織機、ジェットルーム

ボトリングシステム

FA機器、モニタッチ

業務用フライヤー

寿司コンベア

回転寿司

コロッケ、天ぷら

産業機械の電子操作盤

清涼飲料、お酒 
   調味料、化粧品

2009、倒産

合繊・紡織機械、紙工機械、防衛機器

切り屑処理装置

工作機械（複合工作機械）

工作機械（切断機、ラッピングマシン）

工作機械（研削機）

工作機械（木工機械、建具機械）

豆腐製造機械

超自動織機

食品機械の設計・製作

アサヒ装設

石野製作所

連続式揚物機のハイコックフライヤーなどで
業務用厨房機器メーカーとしての地位を確立

業務用フライヤー開発

発紘電機

寿司コンベア製作

力織機、
自動織機

1960（昭和35）

防衛機器に進出
1954（昭和29）

半導体関連分野に進出
1995（平成7）

段ボール製函印刷機
生産開始

1964（昭和39）

1949（昭和24）

板金

自動豆乳製造装置開発
1965（昭和40）

殖産興業 第一次世界大戦 第二次世界大戦 高度経済成長 石油危機 バブル経済崩壊

繊
維
業
界
等
の
動
き

1917、福井の機業家・西野
 幸作の資力を得て津田
 製作所を設立。販路は
 国内はもとより中南米、
 中国・朝鮮まで

1909、津田駒次郎が帰沢し
　　　 津田駒次郎工場を開設

1931、鉄製織機生産に対応
 すべく鋳造部を新設
1938、自家用工作機械の技
　　　 術を生かし軍需工業化

1942、中村留男が津田駒工業入社
1949、中村鉄工所を設立
 （津田駒・オリエンタル
 チエン・林鍛造・
 コマツの下請け）

高度成長期の工作機械の需要拡大を見越し、下請けからの脱却を図る
油溝切旋盤、油圧自動タレット旋盤を製造、1969、ATM シリーズでメーカーとしての地位確立

1985、
現社名に改称

1995、
宅配ボックス
の製造開始

1982、
チップコンベアの
製造開始

1921、直山与二が大阪より帰沢し、石井鉄工所を創立
1937、株式会社組織に改める
1938、現社名に改称

1946、現社名に改称
 地元豆腐業者と自動豆
　　　 乳製造装置を共同開発

1944、金沢工場設置。工作機械、 1948、本社を金沢へ移転
特に各種円筒研磨盤を製作 万能木工機の設計に着手

1931、澁谷商店として創業
　　　 地元清酒メーカー（中村酒造など）
 への醸造用品販売からスタート
　　　 創業者・澁谷庚子智は醸造機器
　　　 メーカー・貴良商会（大阪）の出身

1949、現社名に改称
 清酒メーカー向け
 洗米機など各種
 醸造機械を製造
1953、自動瓶詰機械の
 生産体制を整備

1969、英モルガン社と技術提携、
 ボトリングシステム、
 包装ライン設計分野で
 国内トップメーカーに

1970 年代、フレキシブルな充填ライン
　　　 技術でウイスキー、ドリンク、食品、
 薬品、化粧品に展開

食品会社、電機商社を経た松本武雄が独立
澁谷工業の下請け（電装ユニットの設計）として出発

1988、タッチパネル
 「モニタッチ」量産化
 に成功

初代山本社長は教員出身
少数精鋭主義で高性能で独
創的なアイデア商品を開発

金沢発条商会としてスプ
リング販売から開始
1960、現社名に改称

1963、板金・溶接部門を立上げ
1966、食品機械に参入し、
　　　　麻袋開口器を各県農協
　　　  経済連に納入

【高度経済成長期】

主力製品と身の回りの品々

自動車、家電、医療機器 

スーツ、タオル、車のシート 
カーテン等に使われる布地

自動車、航空機の部品 
人工骨・関節

マンション用宅配ボックス

自動車の部品

携帯電話

住宅、ドア

デニム、段ボール

豆腐、油揚げ

1962（昭和37）
日高機械

1945（昭和20）
ニシムラジグ

1970（昭和45）

戸上工業

 工作機械
本県の工作機械の歴史は、繊維機械
産業の発展とともにある。第二次大戦
前から精密工業の分野を視野に入れて
いた津田駒工業は、軍監督工場の指
定を受けたときに生産品目に工作機械
を選択。このときに培った技術が現在
の工作機械部門の礎を築いた。同じく
織機を製造していた津田製作所（後に
北陸機械工業に改称）も、旋盤・フ
ライス盤づくりに注力。いずれも基盤
となったのは繊維機械の技術である。
戦後、北陸機械工業の下請けから高
松機械工業、津田駒工業の下請けか
ら中村留精密工業がそれぞれ独立。
工作機械産業の躍進がはじまる

 食品機械
本県の食品機械産業のはじまりは、大
正時代までさかのぼる。高井製作所
が豆腐づくりの省力化を実現するため
にロール式の大豆粉砕装置を、白尾
鉄工所がこんにゃく製造機械を開発し
たのが先駆である。戦後になると、び
ん洗機やびん詰機などの醸造用品製
造を手がける澁谷工業がボトリングシ
ステムの開発に成功。多品種少量生
産への対応を可能にした。アサヒ装設
の業務用厨房機器、石野製作所の寿
司コンベア機などもシェアを拡大して
いく。当地に根付いた豊かな食文化と
確かな機械技術が融合し、食品機械
のジャンルを確立している

各業界の動き

1995、超音波骨量測定装置開発
1999、高速微小チップ外観検査装置開発

1965、　
レピアルーム生産開始

1960、　
現社名に改称

主力製品凡例
身の回りの品々

白山機工

◎前田家が西陣から羽二重の製法を導入し、士族授産事業として
撚糸会社や機織り場を設立

・1876年（明治9) 初の公設試験場となる石川県勧業試験場（現
在の石川県工業試験場）を設立

・1887年（明治 20) 金沢工業学校（現在の石川県立工業高等学
校等）が開学し初の工業デザイン教育を実施、金沢撚糸会社が
仏国式撚糸機械を導入。羽二重の輸出が急増

◎富士絹や人絹に転換し大量生産・大量販売化
・原糸メーカーが系列子会社化を進める
・産元商社が地方的カルテルを創出し、自立性を維持
（1923年〈大正12〉マルサン富士絹組合）
→産元商社・直系工場・傘下機業の垂直分業システム
が形成され、産元商社が経済上部機構を独占する一
方で、織布企業は自立性に乏しく依存体質に陥る

・合成繊維（合繊）がブームとなり、原糸メー
カーによる寡占競争が激化
・過剰生産による合繊不況が起こり、政府に
よる構造改善事業により超自動織機の設備
増強が進む
→産元商社の自主生産が拡大
・織機メーカーが淘汰（２５社→６社）

・構造改善事業が供給力過剰を生み出
したため、輸出を強化した結果、貿
易摩擦が激化

・1971年（昭和 46）日米繊維協定に
より対米繊維輸出を自主規制

・1971 年（昭和 46）円高（ニクソン
ショック）や 1973 年（昭和４８）石
油危機による原料価格の急騰

・1991年（平成３）のバブル経済崩壊、
　グローバル化の進展、大手原糸メー
カー系列の崩壊等により、量産型委託
加工産地としての機能は大きく低下

・高機能繊維や炭素繊維等による
　衣料・非衣料両分野への展開

【明治期】 1871（明治4）の金沢の人口12万人（全国４位） 【第一次世界大戦】 好景気
◎鉄力織機の導入が進む
・機業家は産業資本化し、自立性を
　強める
・生糸や羽二重の問屋は大工場を
　設置して近代産業資本化が進む
→産元商社が中小機業家への優位
　性を確保

【昭和恐慌】 反動不況と金融恐慌 【朝鮮特需反動不況】
・人絹糸価格が暴落し、輸出
　キャンセル
・産元商社は、傘下の系列化
　（賃織方式）を加速する原
　糸メーカーの産地代理店と
　して媒介

【円高と石油危機】 【バブル崩壊】

※本図は、各参考文献をもとに作成しました。

繊
維
機
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鉱山開発 コマツ
1917（大正6）1902（明治35）

新家熊吉が山中漆器の
木地轆轤（ろくろ）挽き技術を
活かして木製リムを製作

1950、山口鉄工所設立
1957、現社名に改称

1965、板金部門を廃しネジ専門に移行
1966、ボルト専門工場に

1950（昭和25）

建設・鉱山機械、ユーティリティ（小型機械）、林業機械、産業機械

月星スポーク製作所設立
1953、オートバイ用スポーク製造開始

垂直搬送機、バラ物自動仕分けシステム

チェーン（バイク用・エンジン・産業用）、リム
木製リム製作 金属製リム製作 チェーン製作
1903（明治36） 1917（大正6） 1920（大正9） 1933（昭和8）

1937（昭和12）

大同工業

｠東野産業

共和工業所

江沼チエン製作所
1941（昭和16）

1941（昭和16）

1924（大正13）

1929（昭和4） （東京）

（横浜）1938（昭和13）

1942（昭和17）

1947（昭和22）

1945（昭和20）

1952（昭和27） 1963（昭和38）

2002（平成14）

2002（平成14）

1975（昭和50）

1959（昭和34）

1946（昭和21）

1947（昭和22）

ネジ・ボルト製作
1965（昭和40）

1963（昭和38）

関連企業多数で
「企業城下町」を構成

月星製作所

チェーン、リム製作
自転車用チェーン→動力用ローラーチェン

鉱山機械、
特殊チェーン

江沼合同製作所として設立
鉱山機械、特殊チェーンを製作
1944、江沼製作所に改称

いすゞ 自動車

帝国自動車工業

金沢航空工業

1952、北商設立
1955、ポータブルスラットコンベア開発

垂直搬送機製造ホクショー

チェーン・リム

チェーン・リム

ボデー

建設機械

津田駒工業勤務 オリエンタルチエン工業 自転車用チェーン→動力用ローラーチェーン

1961、販路拡大と
生産台数の増加から関東に進出

産業の高度化に伴い、
主力を動力用ローラーチェーンに転換

ジェイ・バス

日野車体工業

金産自動車工業

美川ボデー

1929、東京石川島造船所（現 IHI）の
　　　　自動車部門が石川島自動車として独立
　　　　自動車の製造開始

1942、飛行機用部品の製造開始

バス車体（ボデー）

飛行機用部品

1948、
現社名に改称

ケヤキ・ヒバを用いた木造ボデー

モータ用長尺ネジ製造開始
独自の冷間圧造技術は
塑性加工で優位性を確立

福井鋲螺

小松鋼機
銅材事業

板金、ネジ

スポーク

ネジほか

トランテックス

ネジ・ボルト

普通銅・特殊銅

チェーン・リム（バイク用・エンジン・産業用）

チェーン（バイク用、フォークリフト用、農機具用）

自動車、オートバイ用特殊精密部品

特殊圧造パーツ、パチンコ釘、乾電池電極

軸受用ころ、精密ピン、マイクロシャフト

チェーン（超小型チェーン）

ボデー（トラック）

ボデー（バス）

ボデー（トラック）

搬送機械

トラック車体（ボデー）

山
中
漆
器

遊
泉
寺
銅
山

殖産興業 第一次世界大戦 石油危機 バブル経済崩壊高度経済成長第二次世界大戦

垂直搬送機

竹内明太郎が竹内鉱業
を設立し、遊泉寺銅山
開発を開始

1917、 小松鉄工所を設立
1921、竹内鉱業から分離・独立、
 　小松製作所を設立

1913、熊吉と長男が渡英
1917、長男が再渡英、金属製リムの
 　生産に成功
1919、新家自転車製造設立

1920、熊吉が帰国し、
　　 　日本鎖製造を設立

1933、国益チェーンに改称
1935、他のチェーンメーカーと
　　  合併、大同チエンに改称
1938、軍需産業化し、
　　  現社名に改称

1946、自転車用チェーン、リム製作
1949、リム製造中止、動力用ローラーチェーン製作
1951、現社名に改称

松田良治は津田駒次郎に招かれ、
津田駒工業の技術部門を指導、
合理化に貢献（～1944）

1937（昭和12）

チェーン製造プラント製作
金沢市出身の松田良治が
東京蒲田に松田機械製作所を創業

1947、松田良治はチェーン輸入依存打破という
　　   政府の要請に応え、自転車用
　　   ローラーチェーン生産を開始

1924、自動車産業の将来性に着目し木造
　　 　 船からトラックボデーの製造に転換

2002、日野車体工業といすゞ 自動車の
  バス部門が統合して発足（本社 小松市）
2004、日野車体工業といすゞ バス製造を合併

1930、脇田自動車工業設立
　    自動車車体の製造開始
1938、帝国自動車工業に改称

1945、金沢産業に改称
1946、自動車車体の製造開始
1965、金産自動車工業に改称

1975、帝国自動車工業と
  金産自動車工業が合併
2000、日野自動車の100％子会社化 2002、日野車体工業のトラック架装事業を

　　　  分社（本社　白山市）

 建設機械
1902年（明治35）、竹内明太郎が遊泉寺銅
山の経営に着手。先進諸国の視察を重ね、国の
発展における機械工業の役割を認識し、
1917年（大正6）に銅山の私設鉄工所として
小松鉄工所を設立した。そこで自家用工作機
械や鉱山用機械を製作するとともに、見習生
養成所を設けて技術者の養成にも努めた。今
日に続くコマツのモノづくりの源流である

【遊泉寺銅山】
現在の小松市鵜川町の山中にあり、1772
年（安永元年）に開坑した銅山。生産され
る銅は、加賀藩の貴重な財源だった。大
正初期の最盛期には5000人が暮らす鉱
山町となったが、第一次大戦後の不況を
受け1920年（大正9）に閉山した

 チェーン・リム
大同工業創始者の新家熊吉は、山中漆器の販
売のため訪れたウラジオストックで木製リム
の自転車が走っている姿を見て、山中漆器ろ
くろ挽き技術を応用したリム製作をひらめく。
さらに寄港地の横浜では、埠頭に陸揚げされ
た大量の木製リムを目の当たりにし、産業化
への心を動かされた。伝統工芸の漆器業から
西洋の自転車産業へと一大転換を決意した熊
吉は、1903年（明治36）、日本で初めて木製
リム製造に成功。これが自動二輪用チェーン
事業の出発点となる

 ボデー
大正初期から美川地区で木造船づくりを営ん
でいた永崎清太郎が、1924年（大正13）、金
沢で自動車車体工場として美川ボデー製作所
を創業。船製造の技術を生かした堅牢な車体
づくりが好評で、全国に販路を拡大した

各業界の動き

モノづくり産業・企業変遷図［建設機械・チェーン・リム・ボデー・搬送機械］
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鉱山開発 コマツ
1917（大正6）1902（明治35）

新家熊吉が山中漆器の
木地轆轤（ろくろ）挽き技術を
活かして木製リムを製作

1950、山口鉄工所設立
1957、現社名に改称

1965、板金部門を廃しネジ専門に移行
1966、ボルト専門工場に

1950（昭和25）

建設・鉱山機械、ユーティリティ（小型機械）、林業機械、産業機械

月星スポーク製作所設立
1953、オートバイ用スポーク製造開始

垂直搬送機、バラ物自動仕分けシステム

チェーン（バイク用・エンジン・産業用）、リム
木製リム製作 金属製リム製作 チェーン製作
1903（明治36） 1917（大正6） 1920（大正9） 1933（昭和8）

1937（昭和12）

大同工業

｠東野産業

共和工業所

江沼チエン製作所
1941（昭和16）

1941（昭和16）

1924（大正13）

1929（昭和4） （東京）

（横浜）1938（昭和13）

1942（昭和17）

1947（昭和22）

1945（昭和20）

1952（昭和27） 1963（昭和38）

2002（平成14）

2002（平成14）

1975（昭和50）

1959（昭和34）

1946（昭和21）

1947（昭和22）

ネジ・ボルト製作
1965（昭和40）

1963（昭和38）

関連企業多数で
「企業城下町」を構成

月星製作所

チェーン、リム製作
自転車用チェーン→動力用ローラーチェン

鉱山機械、
特殊チェーン

江沼合同製作所として設立
鉱山機械、特殊チェーンを製作
1944、江沼製作所に改称

いすゞ 自動車

帝国自動車工業

金沢航空工業

1952、北商設立
1955、ポータブルスラットコンベア開発

垂直搬送機製造ホクショー

チェーン・リム

チェーン・リム

ボデー

建設機械

津田駒工業勤務 オリエンタルチエン工業 自転車用チェーン→動力用ローラーチェーン

1961、販路拡大と
生産台数の増加から関東に進出

産業の高度化に伴い、
主力を動力用ローラーチェーンに転換

ジェイ・バス

日野車体工業

金産自動車工業

美川ボデー

1929、東京石川島造船所（現 IHI）の
　　　　自動車部門が石川島自動車として独立
　　　　自動車の製造開始

1942、飛行機用部品の製造開始

バス車体（ボデー）

飛行機用部品

1948、
現社名に改称

ケヤキ・ヒバを用いた木造ボデー

モータ用長尺ネジ製造開始
独自の冷間圧造技術は
塑性加工で優位性を確立

福井鋲螺

小松鋼機
銅材事業

板金、ネジ

スポーク

ネジほか

トランテックス

ネジ・ボルト

普通銅・特殊銅

チェーン・リム（バイク用・エンジン・産業用）

チェーン（バイク用、フォークリフト用、農機具用）

自動車、オートバイ用特殊精密部品

特殊圧造パーツ、パチンコ釘、乾電池電極

軸受用ころ、精密ピン、マイクロシャフト

チェーン（超小型チェーン）

ボデー（トラック）

ボデー（バス）

ボデー（トラック）

搬送機械

トラック車体（ボデー）

山
中
漆
器

遊
泉
寺
銅
山

殖産興業 第一次世界大戦 石油危機 バブル経済崩壊高度経済成長第二次世界大戦

垂直搬送機

竹内明太郎が竹内鉱業
を設立し、遊泉寺銅山
開発を開始

1917、 小松鉄工所を設立
1921、竹内鉱業から分離・独立、
 　小松製作所を設立

1913、熊吉と長男が渡英
1917、長男が再渡英、金属製リムの
 　生産に成功
1919、新家自転車製造設立

1920、熊吉が帰国し、
　　 　日本鎖製造を設立

1933、国益チェーンに改称
1935、他のチェーンメーカーと
　　  合併、大同チエンに改称
1938、軍需産業化し、
　　  現社名に改称

1946、自転車用チェーン、リム製作
1949、リム製造中止、動力用ローラーチェーン製作
1951、現社名に改称

松田良治は津田駒次郎に招かれ、
津田駒工業の技術部門を指導、
合理化に貢献（～1944）

1937（昭和12）

チェーン製造プラント製作
金沢市出身の松田良治が
東京蒲田に松田機械製作所を創業

1947、松田良治はチェーン輸入依存打破という
　　   政府の要請に応え、自転車用
　　   ローラーチェーン生産を開始

1924、自動車産業の将来性に着目し木造
　　 　 船からトラックボデーの製造に転換

2002、日野車体工業といすゞ 自動車の
  バス部門が統合して発足（本社 小松市）
2004、日野車体工業といすゞ バス製造を合併

1930、脇田自動車工業設立
　    自動車車体の製造開始
1938、帝国自動車工業に改称

1945、金沢産業に改称
1946、自動車車体の製造開始
1965、金産自動車工業に改称

1975、帝国自動車工業と
  金産自動車工業が合併
2000、日野自動車の100％子会社化 2002、日野車体工業のトラック架装事業を

　　　  分社（本社　白山市）

 建設機械
1902年（明治35）、竹内明太郎が遊泉寺銅
山の経営に着手。先進諸国の視察を重ね、国の
発展における機械工業の役割を認識し、
1917年（大正6）に銅山の私設鉄工所として
小松鉄工所を設立した。そこで自家用工作機
械や鉱山用機械を製作するとともに、見習生
養成所を設けて技術者の養成にも努めた。今
日に続くコマツのモノづくりの源流である

【遊泉寺銅山】
現在の小松市鵜川町の山中にあり、1772
年（安永元年）に開坑した銅山。生産され
る銅は、加賀藩の貴重な財源だった。大
正初期の最盛期には5000人が暮らす鉱
山町となったが、第一次大戦後の不況を
受け1920年（大正9）に閉山した

 チェーン・リム
大同工業創始者の新家熊吉は、山中漆器の販
売のため訪れたウラジオストックで木製リム
の自転車が走っている姿を見て、山中漆器ろ
くろ挽き技術を応用したリム製作をひらめく。
さらに寄港地の横浜では、埠頭に陸揚げされ
た大量の木製リムを目の当たりにし、産業化
への心を動かされた。伝統工芸の漆器業から
西洋の自転車産業へと一大転換を決意した熊
吉は、1903年（明治36）、日本で初めて木製
リム製造に成功。これが自動二輪用チェーン
事業の出発点となる

 ボデー
大正初期から美川地区で木造船づくりを営ん
でいた永崎清太郎が、1924年（大正13）、金
沢で自動車車体工場として美川ボデー製作所
を創業。船製造の技術を生かした堅牢な車体
づくりが好評で、全国に販路を拡大した

各業界の動き

※本図は、各参考文献をもとに作成しました。
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スマートフォン向けの高周波表面波フィルターを生産

東芝液晶事業部と
松下電器産業液晶事業部の
合弁会社として設立 

現社名に改称

日本の
情勢

▲ FUJIC ▲ みどりの窓口
▲ ETL Mark-3

▲1946 ENIAC ▲ i4004 ▲ i8080 ▲ Apple2

▲ マイクロソフト社
アップル
コンピュータ社

▲  IBM-PC 

▲ TK-80 ▲ PC-9801
▲ PC-8001

世界の
情勢

▲ Windows1.0
▲ Windows95 ▲ WindowsXP ▲ Windows7

▲ Windows98 ▲ iPhone ▲ iPad

▲ ISP ▲ E ジャパン構想
▲ ブロードバンド

▲ 次世代スーパーコンピュータ
▲ 一太郎

▲ Mosaic

電子計算機時代 パソコン登場 インターネットの普及 クラウド・コンピューティング

▲

ハードウェア系

SI ベンダー系

ハードウェア・
SI ベンダー両者

1966（昭和41）

1968（昭和43）

1960（昭和35）
1969（昭和44）

1973（昭和48）

1976（昭和51）

1979（昭和54） 1980（昭和55） 1984（昭和59） 1986（昭和61） 2003（平成15）

1985（昭和60） 1996（平成 8）

1973（昭和48）

1972（昭和47）

1981（昭和56）

1987（昭和62）

1986（昭和61）

1987（昭和62）

1966（昭和41）

Ｉ
Ｔ
産
業
の
動
き

能登電子工業

ナナオ羽咋電機

PFU

ユーザック電子工業

パナファコム

三谷産業

石川電子計算センター 石川コンピュータ・センター

北陸サミット コスモサミット

アイ・オー・
データ機器

ウノケ
電子工業

1963（昭和38）
竹内繁、
ウノケ電子工業を退任し
金沢工大へ。教授として
教鞭をとりつつ、
独自の研究を続ける

1969（昭和44）
竹内繁、金沢工大での
研究をもとにバンテック・
データサイエンスを設立。
コンピュータ周辺機器の
製造を手がける

FUJIC
1956年（昭和31）に完
成した国 産 初 のコン
ピュータ。富士写真フィル
ムで開発された真空管式
電子計算機で、レンズ設
計に使用することを目的
に開発

ETL Mark-3
1956年（昭和31）に通
産省電気試験所で試作さ
れたトランジスタ式電機
計算機。プログラム内蔵
式のトランジスタ式電機
計算機としては世界初と
思われる

みどりの窓口
1964年（昭和39）に国
鉄のみどりの窓口に、1
日 100 列車 3万座席の
予約を扱うシステムが導
入

TK-80
1976年（昭和51）に発表
された実際に操作できるト
レーニング用組立キット。マ
イコン普及の目的で開発。
出力用の CRT ディスプレ
イとして家庭用のテレビ受
像機も使用できた

PC-8001
1979年（昭和54）に発表
された日本電気（NEC）初
のパーソナルコンピュータ。
マイクロソフト社の BASIC
が ROM に組み込まれてい
たため、容易にプログラム
が組めるようになっていた

PC-9801
1982年（昭和57）に発
表されたNECの16ビッ
トパソコン。「漢字ROM」
を搭載しており、日本語で
の処理が容易で、オフィス
への普及に伴いヒット製
品となった

一太郎
1985年（昭和60）に
ジャストシステムが発
表したワープロソフト。
NEC の PC-9800 シ
リーズに対応

ISP
1992 年（平成 4）
に設立した日本初の
インターネット・サー
ビス・プロバイダ

ブロードバンド
2003年（平成15）にブロー
ドバンド（DSL、FTTH、CATV）
インターネットの加入者が
1000万人を突破、世帯普及
率は22%を超えた

ENIAC
1946年（昭和21）、世
界初のコンピュータ・
ENIAC が完成。真空管約
18,000 本を使用し、総
重量 30t という巨大な
ものだった。アメリカ陸軍
の大砲の弾道計算を目的
としていた

ｉ4004
1971年（昭和46）に発
表されたインテル社初の
4ビットマイクロプロセッ
サ。電卓用演算装置とし
て日本のビジコン社の要
請により開発

i8080
1974年（昭和49）に発
表された、4004の後継
機。その後のコンピュータ
の多くに本格採用された
ため、一般にはこれが最
初の「実用的な」マイクロ
プロセッサといわれる

Apple2
1977年（昭和52）に発
表されたアップルコン
ピュータ社のパソコン。プ
ラスティックのボディにタ
イプライタ型のキーボー
ドを装備し、現在のパソコ
ンに近い機能があった

IBM-PC
1981年（昭和56）に IBMが発売した
パソコン。パソコンが企業向け市場に普
及する契機をつくった

マイクロソフト社
1975年（昭和50）にビル・ゲ
イツとポール・アレンにより設
立。同社はその後、IBM-PC 用
のOSとしてMS-DOSを開発。
IBM-PC とその互換機の普及と
共にこの OS の需要も伸び、現
在までの発展の素を築いた

ユ
ビ
キ
タ
ス
コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ
社
会
へ

Eジャパン構想
2001年（平成13）にス
タートした、すべての国民
が情報通信技術を活用で
きる日本型IT社会を実現
するための構想

Windows95
1995年（平成7）に
マイクロソフト社が発
売。パソコンの普及に伴
い、爆発的に販売数を
伸ばし、デファクト・ス
タンダードとなる

Mosaic
1993年（平成5）に発表さ
れた最初のブラウザ。イリノ
イ大学でワールド・ワイド・
ウェブ構想（WWW）に基づ
いて開発された。ホームペー
ジ普及のきっかけとなる

Windows1.0
1985年（昭和60）にマ
イクロソフト社が発表し
たグラフィカル・ユー
ザー・インターフェース
（GUI）によるオペレー
ティング・システム（OS）

石川県が村田製作所の工場を羽咋市に誘致し、
セラミックフィルタの専門工場として設立

羽咋市で設立 ナナオに商号変更し、
電子機器の生産、販売を開始

1983（昭和58）

富士通とユーザック電子工業の
共同出資により設立

CRT モニタを欧州向けに
「EIZO」、北米向けに
「NANAO」として販売

自社ブランドを
「EIZO」に統一

バンテック・データ
サイエンスに勤務していた
細野昭雄が自宅ガレージで
創業

主に北陸地域の
織物業者向けに
「オンライン織布
工場管理システム」
販売開始

北陸初のマイコンショップの
開店を機に周辺機器のヒット
商品を次々と開発

独自の「I・O バンク方式」による
NEC製 PC-9800 シリーズの
パソコン用増設メモリボード（512KB）
を開発。販売ワープロソフト
「一太郎」の需要増加に
伴い、急速に業績拡大

企業同士の役割分担や
人的交流を狙い
石川県情報システム工業会（ISA）が
結成され、細野が会長に就任

地元の歯科医師である
深江溢郎の出資により
竹内繁らが設立

1962（昭和37）
「USAC3010」
1 号機を出荷

オフコン「USAC」の知名度
が上がり、社名をユーザック
電子工業に改称

1972、富士通と技術提携
1975、フロッピーディスク
　　　　ドライブを搭載した
　　　　USAC820 を開発

パナファコムと合併し、
総合システムメーカー
PFU が誕生

松下電器産業と富士通の合併により、
コンピュータの先進企業として設立

米国視察により
コンピュータ時代の
到来を予期した当時社長・
三谷進三が、富士通と
電子計算機販売に関する
特約店契約を締結。
コンピュータ・関連機器販売や
ソフトウェア開発業務を開始

ウノケ電子工業および三谷産業
で企画・営業を担当していた
吉田裕が、システム開発を
主業務として創業

コスモテックと合併し、
現社名に改称

2001（平成13）
SI ベンダー各社がASP（Apricatuon Service Provider）の
取り組み開始
（ASP とは、ネットワークを通じてアプリケーション・ソフトウェア
およびそれに付随するサービスを利用させること、あるいは、
そうしたサービスを提供するビジネス・モデルを指す）

高額な汎用機をデータの処理に共同利用する
ニーズが生まれることを予見し創業

現社名に改称

石川県内の情報産業の
育成・振興・発展への貢献等が
評価され、細野 ISA会長が
「経済産業大臣表彰」を受賞

1991（平成3）

2002（平成14）
2011（平成23）

現社名に改称

富士通とPFUの
共同出資により設立

次世代スーパー
コンピュータ「京」が
計算速度で世界一

富士通北陸システムズ

1983（昭和58）

香林坊にて設立。84年、県の「先端産業等の立地促進条例」に基づく 
先端産業誘致第1号企業に指定。86年、現在地の白山市へ移転

NECソフトウェア北陸

石川富士通ユーザック

1984（昭和59）

金沢村田製作所

2002（平成14）

東芝松下ディスプレイテクノロジー
2009（平成21）

2011（平成23）

2011（平成23）

東芝モバイルディスプレイ

富士通 IT プロダクツ

黎明期のIT産業

　1946年（昭和21）に米国ペンシルバニ
ア大学が陸軍の大砲の弾道計算を目的に真
空管約18,000本を使用した世界初のコン
ピュータ「ENIAC」を開発。
　1949年（昭和24）には、英国ケンブリッ
ジ大学が世界初のプログラム内蔵方式
「EDSAC」を開発。
　1950年（昭和25）には、米国レミントンラ
ンド社が世界初の商用コンピュータ
「UNIVAC1」を開発。
　米国IBM社は1958年（昭和33）にトラン
ジスタ式電子計算機を開発、1964年（昭和
39）にシステム360を開発し、電子計算機
のシェアトップとなった。

　国内では、1956年（昭和31）に富士写真
フィルム（現富士フィルム）が、カメラのレン
ズ設計に使用することを目的に真空管を使
用した国産初のコンピュータを開発（当時は
幅4ｍ、高さ2ｍの機械で、電子計算機と呼
ばれた）。
　その後、真空管に替わり国内で発明された
パラメトロンやトランジスタを利用した電子
計算機が、通商産業省（現経済産業省）の電
気試験所や日本電信電話公社（現NTT）、
国内企業により開発されたが、米国製品と比
べて技術の差が歴然としていたため、1961
年（昭和36）以降、国内企業は次々と米国企
業と技術提携することになる。
　なお、後にオフィスコンピュータ（オフコン）
と呼ばれた中小企業や地方自治体での事務
処理を行うことを目的とした小型コンピュータ
は、1961年（昭和36）に日本電気（NEC）や
ウノケ電子工業（現PFU）によって開発され
た。

次世代スーパーコンピュータ
文部科学省主導の産学官連携プロジェクト
により理化学研究所が約1120億円をか
けて開発した「京」は、2010年（平成22）
にかほく市の富士通ＩＴプロダクツで生産さ
れ、翌年、計算速度で世界のトップ500リ
ストの首位を獲得

iPhone
2007年（平成19）にアッ
プルコンピュータ社が発売し
たスマートフォン。PDA 機
能内蔵の携帯電話端末で、
同社の携帯音楽プレーヤー
iPodの機能も内蔵

iPad
2010 年（平成 22）にアップルコン
ピュータ社が発売した家庭向けタブレッ
ト型コンピュータ。板状の筐体前面のほ
ぼ全てが液晶画面で、ほとんどの操作
をタッチパネルで行い、動画コンテンツ
の視聴や電子書籍の閲覧の機能も搭載

金沢村田製作所設立

1990（平成2）

ハクイ村田製作所
現社名に改称

スマートフォン等向け
中小型液晶製造ライン
を新設

モノづくり産業・企業変遷図［IT産業］
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スマートフォン向けの高周波表面波フィルターを生産

東芝液晶事業部と
松下電器産業液晶事業部の
合弁会社として設立 

現社名に改称

日本の
情勢

▲ FUJIC ▲ みどりの窓口
▲ ETL Mark-3

▲1946 ENIAC ▲ i4004 ▲ i8080 ▲ Apple2

▲ マイクロソフト社
アップル
コンピュータ社

▲  IBM-PC 

▲ TK-80 ▲ PC-9801
▲ PC-8001

世界の
情勢

▲ Windows1.0
▲ Windows95 ▲ WindowsXP ▲ Windows7

▲ Windows98 ▲ iPhone ▲ iPad

▲ ISP ▲ E ジャパン構想
▲ ブロードバンド

▲ 次世代スーパーコンピュータ
▲ 一太郎

▲ Mosaic

電子計算機時代 パソコン登場 インターネットの普及 クラウド・コンピューティング

▲

ハードウェア系

SI ベンダー系

ハードウェア・
SI ベンダー両者

1966（昭和41）

1968（昭和43）

1960（昭和35）
1969（昭和44）

1973（昭和48）

1976（昭和51）

1979（昭和54） 1980（昭和55） 1984（昭和59） 1986（昭和61） 2003（平成15）

1985（昭和60） 1996（平成 8）

1973（昭和48）

1972（昭和47）

1981（昭和56）

1987（昭和62）

1986（昭和61）

1987（昭和62）

1966（昭和41）

Ｉ
Ｔ
産
業
の
動
き

能登電子工業

ナナオ羽咋電機

PFU

ユーザック電子工業

パナファコム

三谷産業

石川電子計算センター 石川コンピュータ・センター

北陸サミット コスモサミット

アイ・オー・
データ機器

ウノケ
電子工業

1963（昭和38）
竹内繁、
ウノケ電子工業を退任し
金沢工大へ。教授として
教鞭をとりつつ、
独自の研究を続ける

1969（昭和44）
竹内繁、金沢工大での
研究をもとにバンテック・
データサイエンスを設立。
コンピュータ周辺機器の
製造を手がける

FUJIC
1956年（昭和31）に完
成した国 産 初 のコン
ピュータ。富士写真フィル
ムで開発された真空管式
電子計算機で、レンズ設
計に使用することを目的
に開発

ETL Mark-3
1956年（昭和31）に通
産省電気試験所で試作さ
れたトランジスタ式電機
計算機。プログラム内蔵
式のトランジスタ式電機
計算機としては世界初と
思われる

みどりの窓口
1964年（昭和39）に国
鉄のみどりの窓口に、1
日 100 列車 3万座席の
予約を扱うシステムが導
入

TK-80
1976年（昭和51）に発表
された実際に操作できるト
レーニング用組立キット。マ
イコン普及の目的で開発。
出力用の CRT ディスプレ
イとして家庭用のテレビ受
像機も使用できた

PC-8001
1979年（昭和54）に発表
された日本電気（NEC）初
のパーソナルコンピュータ。
マイクロソフト社の BASIC
が ROM に組み込まれてい
たため、容易にプログラム
が組めるようになっていた

PC-9801
1982年（昭和57）に発
表されたNECの16ビッ
トパソコン。「漢字ROM」
を搭載しており、日本語で
の処理が容易で、オフィス
への普及に伴いヒット製
品となった

一太郎
1985年（昭和60）に
ジャストシステムが発
表したワープロソフト。
NEC の PC-9800 シ
リーズに対応

ISP
1992 年（平成 4）
に設立した日本初の
インターネット・サー
ビス・プロバイダ

ブロードバンド
2003年（平成15）にブロー
ドバンド（DSL、FTTH、CATV）
インターネットの加入者が
1000万人を突破、世帯普及
率は22%を超えた

ENIAC
1946年（昭和21）、世
界初のコンピュータ・
ENIAC が完成。真空管約
18,000 本を使用し、総
重量 30t という巨大な
ものだった。アメリカ陸軍
の大砲の弾道計算を目的
としていた

ｉ4004
1971年（昭和46）に発
表されたインテル社初の
4ビットマイクロプロセッ
サ。電卓用演算装置とし
て日本のビジコン社の要
請により開発

i8080
1974年（昭和49）に発
表された、4004の後継
機。その後のコンピュータ
の多くに本格採用された
ため、一般にはこれが最
初の「実用的な」マイクロ
プロセッサといわれる

Apple2
1977年（昭和52）に発
表されたアップルコン
ピュータ社のパソコン。プ
ラスティックのボディにタ
イプライタ型のキーボー
ドを装備し、現在のパソコ
ンに近い機能があった

IBM-PC
1981年（昭和56）に IBMが発売した
パソコン。パソコンが企業向け市場に普
及する契機をつくった

マイクロソフト社
1975年（昭和50）にビル・ゲ
イツとポール・アレンにより設
立。同社はその後、IBM-PC 用
のOSとしてMS-DOSを開発。
IBM-PC とその互換機の普及と
共にこの OS の需要も伸び、現
在までの発展の素を築いた
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Eジャパン構想
2001年（平成13）にス
タートした、すべての国民
が情報通信技術を活用で
きる日本型IT社会を実現
するための構想

Windows95
1995年（平成7）に
マイクロソフト社が発
売。パソコンの普及に伴
い、爆発的に販売数を
伸ばし、デファクト・ス
タンダードとなる

Mosaic
1993年（平成5）に発表さ
れた最初のブラウザ。イリノ
イ大学でワールド・ワイド・
ウェブ構想（WWW）に基づ
いて開発された。ホームペー
ジ普及のきっかけとなる

Windows1.0
1985年（昭和60）にマ
イクロソフト社が発表し
たグラフィカル・ユー
ザー・インターフェース
（GUI）によるオペレー
ティング・システム（OS）

石川県が村田製作所の工場を羽咋市に誘致し、
セラミックフィルタの専門工場として設立

羽咋市で設立 ナナオに商号変更し、
電子機器の生産、販売を開始

1983（昭和58）

富士通とユーザック電子工業の
共同出資により設立

CRT モニタを欧州向けに
「EIZO」、北米向けに
「NANAO」として販売

自社ブランドを
「EIZO」に統一

バンテック・データ
サイエンスに勤務していた
細野昭雄が自宅ガレージで
創業

主に北陸地域の
織物業者向けに
「オンライン織布
工場管理システム」
販売開始

北陸初のマイコンショップの
開店を機に周辺機器のヒット
商品を次々と開発

独自の「I・O バンク方式」による
NEC製 PC-9800 シリーズの
パソコン用増設メモリボード（512KB）
を開発。販売ワープロソフト
「一太郎」の需要増加に
伴い、急速に業績拡大

企業同士の役割分担や
人的交流を狙い
石川県情報システム工業会（ISA）が
結成され、細野が会長に就任

地元の歯科医師である
深江溢郎の出資により
竹内繁らが設立

1962（昭和37）
「USAC3010」
1 号機を出荷

オフコン「USAC」の知名度
が上がり、社名をユーザック
電子工業に改称

1972、富士通と技術提携
1975、フロッピーディスク
　　　　ドライブを搭載した
　　　　USAC820 を開発

パナファコムと合併し、
総合システムメーカー
PFU が誕生

松下電器産業と富士通の合併により、
コンピュータの先進企業として設立

米国視察により
コンピュータ時代の
到来を予期した当時社長・
三谷進三が、富士通と
電子計算機販売に関する
特約店契約を締結。
コンピュータ・関連機器販売や
ソフトウェア開発業務を開始

ウノケ電子工業および三谷産業
で企画・営業を担当していた
吉田裕が、システム開発を
主業務として創業

コスモテックと合併し、
現社名に改称

2001（平成13）
SI ベンダー各社がASP（Apricatuon Service Provider）の
取り組み開始
（ASP とは、ネットワークを通じてアプリケーション・ソフトウェア
およびそれに付随するサービスを利用させること、あるいは、
そうしたサービスを提供するビジネス・モデルを指す）

高額な汎用機をデータの処理に共同利用する
ニーズが生まれることを予見し創業

現社名に改称

石川県内の情報産業の
育成・振興・発展への貢献等が
評価され、細野 ISA会長が
「経済産業大臣表彰」を受賞

1991（平成3）

2002（平成14）
2011（平成23）

現社名に改称

富士通とPFUの
共同出資により設立

次世代スーパー
コンピュータ「京」が
計算速度で世界一

富士通北陸システムズ

1983（昭和58）

香林坊にて設立。84年、県の「先端産業等の立地促進条例」に基づく 
先端産業誘致第1号企業に指定。86年、現在地の白山市へ移転

NECソフトウェア北陸

石川富士通ユーザック

1984（昭和59）

金沢村田製作所

2002（平成14）

東芝松下ディスプレイテクノロジー
2009（平成21）

2011（平成23）

2011（平成23）

東芝モバイルディスプレイ

富士通 IT プロダクツ

黎明期のIT産業

　1946年（昭和21）に米国ペンシルバニ
ア大学が陸軍の大砲の弾道計算を目的に真
空管約18,000本を使用した世界初のコン
ピュータ「ENIAC」を開発。
　1949年（昭和24）には、英国ケンブリッ
ジ大学が世界初のプログラム内蔵方式
「EDSAC」を開発。
　1950年（昭和25）には、米国レミントンラ
ンド社が世界初の商用コンピュータ
「UNIVAC1」を開発。
　米国IBM社は1958年（昭和33）にトラン
ジスタ式電子計算機を開発、1964年（昭和
39）にシステム360を開発し、電子計算機
のシェアトップとなった。

　国内では、1956年（昭和31）に富士写真
フィルム（現富士フィルム）が、カメラのレン
ズ設計に使用することを目的に真空管を使
用した国産初のコンピュータを開発（当時は
幅4ｍ、高さ2ｍの機械で、電子計算機と呼
ばれた）。
　その後、真空管に替わり国内で発明された
パラメトロンやトランジスタを利用した電子
計算機が、通商産業省（現経済産業省）の電
気試験所や日本電信電話公社（現NTT）、
国内企業により開発されたが、米国製品と比
べて技術の差が歴然としていたため、1961
年（昭和36）以降、国内企業は次々と米国企
業と技術提携することになる。
　なお、後にオフィスコンピュータ（オフコン）
と呼ばれた中小企業や地方自治体での事務
処理を行うことを目的とした小型コンピュータ
は、1961年（昭和36）に日本電気（NEC）や
ウノケ電子工業（現PFU）によって開発され
た。

次世代スーパーコンピュータ
文部科学省主導の産学官連携プロジェクト
により理化学研究所が約1120億円をか
けて開発した「京」は、2010年（平成22）
にかほく市の富士通ＩＴプロダクツで生産さ
れ、翌年、計算速度で世界のトップ500リ
ストの首位を獲得

iPhone
2007年（平成19）にアッ
プルコンピュータ社が発売し
たスマートフォン。PDA 機
能内蔵の携帯電話端末で、
同社の携帯音楽プレーヤー
iPodの機能も内蔵

iPad
2010 年（平成 22）にアップルコン
ピュータ社が発売した家庭向けタブレッ
ト型コンピュータ。板状の筐体前面のほ
ぼ全てが液晶画面で、ほとんどの操作
をタッチパネルで行い、動画コンテンツ
の視聴や電子書籍の閲覧の機能も搭載

金沢村田製作所設立

1990（平成2）

ハクイ村田製作所
現社名に改称

スマートフォン等向け
中小型液晶製造ライン
を新設

※本図は、「社団法人情報処理学会　コンピュータ博物館」など各参考文献をもとに作成しました。
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